
決 算 書

令和7年度

自 令和7年 4月 1日

至 令和8年 3月31日

社会福祉法人 内海福祉会



備考勘 定 科 目 予 算（A） 決 算（B） 差異（A）-（B）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

保育事業収入 30,830,000 39,522,468 △8,692,468

受取利息配当金収入 6,000 15,125 △9,125

その他の収入 600,000 416,000 184,000

支
出

人件費支出 24,410,000 30,488,879 △6,078,879

事業費支出 2,150,000 2,401,251 △251,251

事務費支出 4,120,000 4,160,599 △40,599

その他の支出 580,000 580,000

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

固定資産取得支出 647,570 △647,570

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

積立資産取崩収入 650,000 △650,000

支
出

積立資産支出 150,000 453,040 △303,040

予備費支出(10)

2,157,7712,157,687 △84前期末支払資金残高(12)

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないもの
とする。

第一号第一様式
（第十七条第四項関係）

理事長 園長 会計 担当者

(自) 令和7年4月1日 (至) 令和8年3月31日

(単位：円)法  人  名  : 社会福祉法人 内海福祉会



第一号第三様式
（第十七条第四項関係）

理事長 園長 会計 担当者

(自) 令和7年4月1日 (至) 令和8年3月31日

(単位：円)法  人  名  : 社会福祉法人 内海福祉会

事業区分合計内部取引消去合計内海福祉会
内海保育園

スマイスセレソン

勘 定 科 目

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

保育事業収入 39,522,468 39,522,468 39,522,468

受取利息配当金収入 15,125 15,125 15,125

その他の収入 416,000 416,000 416,000

支
出

人件費支出 30,488,879 30,488,879 30,488,879

事業費支出 2,401,251 2,401,251 2,401,251

事務費支出 3,097,277 1,063,322 4,160,599 4,160,599

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

固定資産取得支出 647,570 647,570 647,570

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

積立資産取崩収入 650,000 650,000 650,000

支
出

積立資産支出 453,040 453,040 453,040

842,157,687 2,157,771前期末支払資金残高(11) 0 2,157,771

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないもの
とする。



備考勘 定 科 目 予 算（A） 決 算（B） 差異（A）-（B）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

保育事業収入 30,830,000 39,522,468 △8,692,468

委託費収入 30,000,000 36,114,333 △6,114,333

利用者等利用料収入 400,000 699,135 △299,135

利用者等利用料収入（一般） 400,000 573,635 △173,635

その他の利用料収入 125,500 △125,500

その他の事業収入 430,000 2,709,000 △2,279,000

補助金事業収入（公費） 430,000 2,709,000 △2,279,000

受取利息配当金収入 6,000 15,125 △9,125

受取利息配当金収入 6,000 15,125 △9,125

その他の収入 600,000 416,000 184,000

利用者等外給食費収入 580,000 416,000 164,000

雑収入 20,000 20,000

第一号第四様式
（第十七条第四項関係）

理事長 園長 会計 担当者

(自) 令和7年4月1日 (至) 令和8年3月31日

(単位：円)法  人  名  : 社会福祉法人 内海福祉会



(自) 令和7年4月1日 (至) 令和8年3月31日

(単位：円)

第一号第四様式
（第十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 内海福祉会

備考勘 定 科 目 予 算（A） 決 算（B） 差異（A）-（B）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

支
出

人件費支出 24,410,000 30,488,879 △6,078,879

職員給料支出 12,650,000 17,328,846 △4,678,846

職員俸給支出 12,650,000 11,277,690 1,372,310

職員諸手当支出 6,051,156 △6,051,156

職員賞与支出 3,660,000 3,588,400 71,600

非常勤職員給与支出 5,400,000 6,178,771 △778,771

法定福利費支出 2,700,000 3,392,862 △692,862

事業費支出 2,150,000 2,401,251 △251,251

給食費支出 620,000 971,287 △351,287

保健衛生費支出 40,000 179,386 △139,386

被服費支出 188,220 △188,220

保育材料費支出 500,000 239,211 260,789

水道光熱費支出 420,000 467,498 △47,498

消耗器具備品費支出 200,000 288,406 △88,406

保険料支出 240,000 52,655 187,345

賃借料支出 120,000 12,460 107,540

雑支出 10,000 2,128 7,872

事務費支出 4,120,000 3,097,277 1,022,723

福利厚生費支出 200,000 190,988 9,012

職員被服費支出 31,625 △31,625

旅費交通費支出 850,000 2,900 847,100

研修研究費支出 10,000 10,000

事務消耗品費支出 30,000 82,686 △52,686

印刷製本費支出 70,000 197,650 △127,650

修繕費支出 50,000 △50,000

通信運搬費支出 440,000 164,055 275,945

会議費支出 56,302 △56,302

業務委託費支出 1,200,000 1,128,146 71,854

手数料支出 60,000 56,460 3,540

保険料支出 18,000 △18,000

賃借料支出 530,000 309,199 220,801

土地・建物賃借料支出 680,000 742,000 △62,000

渉外費支出 5,290 △5,290

諸会費支出 40,000 45,000 △5,000

雑支出 10,000 16,976 △6,976

その他の支出 580,000 580,000

利用者等外給食費支出 580,000 580,000

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

固定資産取得支出 647,570 △647,570

器具及び備品取得支出 647,570 △647,570



備考勘 定 科 目 予 算（A） 決 算（B） 差異（A）-（B）

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

積立資産取崩収入 650,000 △650,000

施設整備等積立資産取崩収入 650,000 △650,000

支
出

積立資産支出 150,000 453,040 △303,040

退職給付引当資産支出 150,000 453,040 △303,040

予備費支出(10)

2,157,6872,157,687 0前期末支払資金残高(12)

※本様式は、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘定科目は省略することができるものとする。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、小区分については適当な科目を追加できるものとする。なお、小区分を更に
区分する必要がある場合には、小区分の下に適当な科目を設けて処理することができるものとする。

(自) 令和7年4月1日 (至) 令和8年3月31日

(単位：円)

第一号第四様式
（第十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 内海福祉会



備考勘 定 科 目 予 算（A） 決 算（B） 差異（A）-（B）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

事務費支出 1,063,322 △1,063,322

旅費交通費支出 1,063,322 △1,063,322

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

予備費支出(10)

840 △84前期末支払資金残高(12)

※本様式は、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘定科目は省略することができるものとする。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、小区分については適当な科目を追加できるものとする。なお、小区分を更に
区分する必要がある場合には、小区分の下に適当な科目を設けて処理することができるものとする。

第一号第四様式
（第十七条第四項関係）

理事長 園長 会計 担当者

(自) 令和7年4月1日 (至) 令和8年3月31日

(単位：円)法  人  名  : 社会福祉法人 内海福祉会



勘 定 科 目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減（A）-（B）

サ
｜
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

保育事業収益 39,522,468 28,974,750 10,547,718

費
用

人件費 30,941,919 24,205,958 6,735,961

事業費 2,401,251 2,574,442 △173,191

事務費 4,160,599 4,139,568 21,031

減価償却費 699,080 686,793 12,287

サ
｜
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

受取利息配当金収益 15,125 5,978 9,147

その他のサービス活動外収益 416,000 593,895 △177,895

費
用

その他のサービス活動外費用 575,600 △575,600

特
別
増
減
の
部

収
益

費
用

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

基本金取崩額（１４） 0 0 0

その他の積立金取崩額（１５） 650,000 0 650,000

その他の積立金積立額（１６） 0 0 0

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできない
ものとする。

第二号第一様式
（第二十三条第四項関係）

理事長 園長 会計 担当者

(自) 令和7年4月1日 (至) 令和8年3月31日

(単位：円)法  人  名  : 社会福祉法人 内海福祉会



第二号第三様式
（第二十三条第四項関係）

理事長 園長 会計 担当者

(自) 令和7年4月1日 (至) 令和8年3月31日

(単位：円)法  人  名  : 社会福祉法人 内海福祉会

内海保育園
事業区分合計内部取引消去合計内海福祉会

スマイスセレソン

勘 定 科 目

サ
｜
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

39,522,468 39,522,468保育事業収益 39,522,468

費
用

30,941,919 30,941,919人件費 30,941,919

2,401,251 2,401,251事業費 2,401,251

3,097,277 4,160,599事務費 1,063,322 4,160,599

699,080 699,080減価償却費 699,080

サ
｜
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

15,125 15,125受取利息配当金収益 15,125

416,000 416,000その他のサービス活動外収益 416,000

費
用

特
別
増
減
の
部

収
益

費
用

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

0基本金取崩額（１４） 0 0 0 0

650,000その他の積立金取崩額（１５） 650,000 0 650,000 0

0その他の積立金積立額（１６） 0 0 0 0

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないもの
とする。



勘 定 科 目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減（A）-（B）

サ
｜
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

保育事業収益 39,522,468 28,974,750 10,547,718

委託費収益 36,114,333 28,149,980 7,964,353

利用者等利用料収益 699,135 389,770 309,365

利用者等利用料収益（一般） 573,635 309,255 264,380

その他の利用料収益 125,500 80,515 44,985

その他の事業収益 2,709,000 435,000 2,274,000

補助金事業収益（公費） 2,709,000 435,000 2,274,000

第二号第四様式
（第二十三条第四項関係）

理事長 園長 会計 担当者

(自) 令和7年4月1日 (至) 令和8年3月31日

(単位：円)法  人  名  : 社会福祉法人 内海福祉会



(自) 令和7年4月1日 (至) 令和8年3月31日

(単位：円)

第二号第四様式
（第二十三条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 内海福祉会

勘 定 科 目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減（A）-（B）

サ
｜
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

費
用

人件費 30,941,919 24,205,958 6,735,961

職員給料 17,328,846 12,645,103 4,683,743

職員俸給 11,277,690 8,542,324 2,735,366

職員諸手当 6,051,156 4,102,779 1,948,377

職員賞与 3,588,400 3,662,000 △73,600

非常勤職員給与 6,178,771 5,364,873 813,898

退職給付費用 453,040 149,498 303,542

退職給付引当金繰入 453,040 149,498 303,542

法定福利費 3,392,862 2,384,484 1,008,378

事業費 2,401,251 2,574,442 △173,191

給食費 971,287 616,205 355,082

保健衛生費 179,386 32,884 146,502

被服費 188,220 73,260 114,960

保育材料費 239,211 869,123 △629,912

水道光熱費 467,498 420,430 47,068

消耗器具備品費 288,406 197,222 91,184

保険料 52,655 244,120 △191,465

賃借料 12,460 120,648 △108,188

雑費 2,128 550 1,578

事務費 3,097,277 4,139,568 △1,042,291

福利厚生費 190,988 188,980 2,008

職員被服費 31,625 31,625

旅費交通費 2,900 852,750 △849,850

研修研究費 8,950 △8,950

事務消耗品費 82,686 25,975 56,711

印刷製本費 197,650 69,948 127,702

修繕費 50,000 50,000

通信運搬費 164,055 435,785 △271,730

会議費 56,302 56,302

業務委託費 1,128,146 1,186,221 △58,075

手数料 56,460 61,852 △5,392

保険料 18,000 50,180 △32,180

賃借料 309,199 532,479 △223,280

土地・建物賃借料 742,000 681,400 60,600

渉外費 5,290 5,290

諸会費 45,000 39,000 6,000

雑費 16,976 6,048 10,928

減価償却費 699,080 686,793 12,287

減価償却費 699,080 686,793 12,287



勘 定 科 目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減（A）-（B）

サ
｜
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

受取利息配当金収益 15,125 5,978 9,147

受取利息配当金収益 15,125 5,978 9,147

その他のサービス活動外収益 416,000 593,895 △177,895

利用者等外給食費収益 416,000 575,600 △159,600

雑収益 18,295 △18,295

費
用

その他のサービス活動外費用 575,600 △575,600

利用者等外給食費 575,600 △575,600

特
別
増
減
の
部

収
益

費
用

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

基本金取崩額（１４） 0 0 0

その他の積立金取崩額（１５） 650,000 0 650,000

施設整備等積立金取崩額 650,000 650,000

その他の積立金積立額（１６） 0 0 0

※本様式は、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘定科目は省略することができるものとする。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、小区分については適当な科目を追加できるものとする。なお、小区分を更に
区分する必要がある場合には、小区分の下に適当な科目を設けて処理することができるものとする。

(自) 令和7年4月1日 (至) 令和8年3月31日

(単位：円)

第二号第四様式
（第二十三条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 内海福祉会



勘 定 科 目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減（A）-（B）

サ
｜
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

費
用

事務費 1,063,322 1,063,322

旅費交通費 1,063,322 1,063,322

サ
｜
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

費
用

特
別
増
減
の
部

収
益

費
用

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

基本金取崩額（１４） 0 0 0

その他の積立金取崩額（１５） 0 0 0

その他の積立金積立額（１６） 0 0 0

※本様式は、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘定科目は省略することができるものとする。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、小区分については適当な科目を追加できるものとする。なお、小区分を更に
区分する必要がある場合には、小区分の下に適当な科目を設けて処理することができるものとする。

第二号第四様式
（第二十三条第四項関係）

理事長 園長 会計 担当者

(自) 令和7年4月1日 (至) 令和8年3月31日

(単位：円)法  人  名  : 社会福祉法人 内海福祉会



増減前年度末当年度末

負 債 の 部資 産 の 部

増減前年度末当年度末

現金預金 667,874 775,073 △107,199

事業未収金 1,486,470 1,504,140 △17,670

未収補助金 2,610,000 435,000 2,175,000

立替金 32,520 32,520

前払金 119,000 117,000 2,000

事業未払金 72,467 75,768 △3,301

預り金 57,992 67,588 △9,596

職員預り金 175,380 530,086 △354,706

土地 4,309,500 4,309,500

建物 1 1

建物 2,026,995 2,212,674 △185,679

構築物 1,099,270 1,431,851 △332,581

器具及び備品 746,191 279,441 466,750

退職給付引当資産 590,420 137,380 453,040

人件費積立資産 900,000 900,000

施設整備積立資産 5,300,000 5,950,000 △650,000

退職給付引当金 590,420 137,380 453,040

純 資 産 の 部

基本金 9,809,500 9,809,500

人件費積立金 900,000 900,000

施設整備等積立金 5,300,000 5,950,000 △650,000

（うち当期活動増減差額） 1,750,744 △2,607,738 4,358,482

※本様式は、勘定科目の大区分及び中区分を記載するが、必要のない中区分の勘定科目は省略することができる。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、適当な科目を追加できるものとする。

第三号第一様式
（第二十七条第四項関係）

理事長 園長 会計 担当者

令和8年3月31日現在

(単位：円)法  人  名  : 社会福祉法人 内海福祉会



第三号第三様式
（第二十七条第四項関係）

理事長 園長 会計 担当者

令和8年3月31日現在

(単位：円)法  人  名  : 社会福祉法人 内海福祉会

内海保育園
事業区分計内部取引消去合計内海福祉会

スマイスセレソン

勘 定 科 目

667,874667,87484667,790現金預金

1,486,4701,486,4701,486,470事業未収金

2,610,0002,610,0002,610,000未収補助金

32,52032,52032,520立替金

119,000119,000119,000前払金

△1,063,3221,063,3221,063,322拠点区分間貸付金

4,309,5004,309,5004,309,500土地

111建物

2,026,9952,026,9952,026,995建物

1,099,2701,099,2701,099,270構築物

746,191746,191746,191器具及び備品

590,420590,420590,420退職給付引当資産

900,000900,000900,000人件費積立資産

5,300,0005,300,0005,300,000施設整備積立資産

72,46772,46772,467事業未払金

57,99257,99257,992預り金

175,380175,380175,380職員預り金

△1,063,3221,063,3221,063,322拠点区分間借入金

590,420590,420590,420退職給付引当金

9,809,5009,809,5009,809,500基本金

900,000900,000900,000人件費積立金

5,300,0005,300,0005,300,000施設整備等積立金

1,750,7441,750,744△1,063,3222,814,066（うち当期活動増減差額）

※本様式は、勘定科目の大区分及び中区分を記載するが、必要のない中区分の勘定科目は省略することができる。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、適当な科目を追加できるものとする。



該当なし

（1）有価証券の評価基準及び評価方法
・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

（2）固定資産の減価償却の方法
・建物並びに器具及び備品－定額法
・リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
通常の賃貸借に係る方法に準じた会計処理によっている。

（3）引当金の計上基準
・退職給付引当金－社会福祉法人宮崎県社会福祉協議会の社会福祉施設職員等退職手当共済制度に基づく掛金相当

該当なし

退職給付制度は独立行政法人福祉医療機構及び社会福祉法人宮崎県社会福祉協議会の社会福祉施設職員等退職手当共済

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1）法人全体の計算書類(会計基準省令第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式)
（2）事業区分別内訳表(会計基準省令第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式)
（3）社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)
（4）公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)

当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。
（5）収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)

当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
（6）各拠点区分におけるサービス区分の内容
ア 内海保育園（社会福祉事業）
イ 本部（社会福祉事業）

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高

(基)土地 4,309,5004,309,500

(基)建物 11

合 計 4,309,501004,309,501

＊＊＊に伴い、基本金0円を取り崩した。
＊＊＊に伴い、国庫補助金等特別積立金0円を取り崩した。

別紙１



別紙１

担保に供されている資産は以下のとおりである。

円

0計 円

該当なし

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

円

0計 円

該当なし

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

(基)土地 4,309,5004,309,500

(基)建物 123,359,99923,360,000

建物 2,026,9951,686,5853,713,580

構築物 1,099,2702,876,9503,976,220

器具及び備品 746,1918,273,9959,020,186

合 計 8,181,95736,197,52944,379,486

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

債権の当期末残高徴収不能引当金の当期末残高債権額

事業未収金 1,486,4701,486,470

未収補助金 2,610,0002,610,000

立替金 32,52032,520

拠点区分間貸付金 1,063,3221,063,322

合 計 5,192,31205,192,312

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

(単位：円)

種類及び銘柄 評価損益時価帳簿価額

合 計 000

該当なし



該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

別紙１



増減前年度末当年度末

負 債 の 部資 産 の 部

増減前年度末当年度末

現金預金 667,790 774,989 △107,199

事業未収金 1,486,470 1,504,140 △17,670

未収補助金 2,610,000 435,000 2,175,000

立替金 32,520 32,520

前払金 119,000 117,000 2,000

拠点区分間貸付金 1,063,322 1,063,322

事業未払金 72,467 75,768 △3,301

預り金 57,992 67,588 △9,596

職員預り金 175,380 530,086 △354,706

土地 4,309,500 4,309,500

建物 1 1

建物 2,026,995 2,212,674 △185,679

構築物 1,099,270 1,431,851 △332,581

器具及び備品 746,191 279,441 466,750

退職給付引当資産 590,420 137,380 453,040

人件費積立資産 900,000 900,000

施設整備積立資産 5,300,000 5,950,000 △650,000

退職給付引当金 590,420 137,380 453,040

純 資 産 の 部

基本金 9,809,500 9,809,500

人件費積立金 900,000 900,000

施設整備等積立金 5,300,000 5,950,000 △650,000

（うち当期活動増減差額） 2,814,066 △2,607,738 5,421,804

※本様式は、勘定科目の大区分及び中区分を記載するが、必要のない中区分の勘定科目は省略することができる。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、適当な科目を追加できるものとする。

第三号第四様式
（第二十七条第四項関係）

理事長 園長 会計 担当者

令和8年3月31日現在

(単位：円)法  人  名  : 社会福祉法人 内海福祉会



（1）有価証券の評価基準及び評価方法
・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

（2）固定資産の減価償却の方法
・建物並びに器具及び備品－定額法
・リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
通常の賃貸借に係る方法に準じた会計処理によっている。

（3）引当金の計上基準
・退職給付引当金－社会福祉法人宮崎県社会福祉協議会の社会福祉施設職員等退職手当共済制度に基づく掛金相当

該当なし

退職給付制度は独立行政法人福祉医療機構及び社会福祉法人宮崎県社会福祉協議会の社会福祉施設職員等退職手当共済

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
（1）スマイスセレソン内海保育園計算書類

(会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)
（2）拠点区分資金収支明細書(別紙3(⑩))
（3）拠点区分事業活動明細書(別紙3(⑪))

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高

(基)土地 4,309,5004,309,500

(基)建物 11

合 計 4,309,501004,309,501

該当なし

担保に供されている資産は以下のとおりである。

円

0計 円

該当なし

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

円

0計 円

該当なし

別紙２



固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

(基)土地 4,309,5004,309,500

(基)建物 123,359,99923,360,000

建物 2,026,9951,686,5853,713,580

構築物 1,099,2702,876,9503,976,220

器具及び備品 746,1918,273,9959,020,186

合 計 8,181,95736,197,52944,379,486

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

債権の当期末残高徴収不能引当金の当期末残高債権額

事業未収金 1,486,4701,486,470

未収補助金 2,610,0002,610,000

立替金 32,52032,520

拠点区分間貸付金 1,063,3221,063,322

合 計 5,192,31205,192,312

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

(単位：円)

種類及び銘柄 評価損益時価帳簿価額

合 計 000

該当なし

該当なし

該当なし

別紙２



増減前年度末当年度末

負 債 の 部資 産 の 部

増減前年度末当年度末

現金預金 84 84 拠点区分間借入金 1,063,322 1,063,322

純 資 産 の 部

（うち当期活動増減差額） △1,063,322 △1,063,322

※本様式は、勘定科目の大区分及び中区分を記載するが、必要のない中区分の勘定科目は省略することができる。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、適当な科目を追加できるものとする。

第三号第四様式
（第二十七条第四項関係）

理事長 園長 会計 担当者

令和8年3月31日現在

(単位：円)法  人  名  : 社会福祉法人 内海福祉会



（1）有価証券の評価基準及び評価方法
・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

（2）固定資産の減価償却の方法
・建物並びに器具及び備品－定額法
・リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
通常の賃貸借に係る方法に準じた会計処理によっている。

（3）引当金の計上基準
・退職給付引当金－社会福祉法人宮崎県社会福祉協議会の社会福祉施設職員等退職手当共済制度に基づく掛金相当

該当なし

退職給付制度は独立行政法人福祉医療機構及び社会福祉法人宮崎県社会福祉協議会の社会福祉施設職員等退職手当共済

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
（1）内海福祉会計算書類

(会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)
（2）拠点区分資金収支明細書(別紙3(⑩))
（3）拠点区分事業活動明細書(別紙3(⑪))

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高

合 計 0000

該当なし

担保に供されている資産は以下のとおりである。

円

0計 円

該当なし

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

円

0計 円

該当なし

別紙２



固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

合 計 000

該当なし

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

債権の当期末残高徴収不能引当金の当期末残高債権額

合 計 000

該当なし

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

(単位：円)

種類及び銘柄 評価損益時価帳簿価額

合 計 000

該当なし

該当なし

該当なし

別紙２


